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上記事項の①②の内容は、法令および当社定款の規定に基づき、
イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.mv-chubu.co.jp/）に記載することにより、株
主の皆さまに提供したものとみなされる情報です。
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連 結 注 記 表
　

　
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1-1 連結の範囲に関する事項
　全ての子会社を連結しており、その内容は次のとおりであります。
連結子会社……２社 永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司 デリカ食品㈱

1-2 持分法の適用に関する事項
持分法適用会社……なし

1-3 連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社のうち、永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司の決算日は、12月31日であります。連結計算書
類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。

1-4 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品……「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元平均原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品……最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 主として経済的耐用年数に基づく定額法
　各資産別の耐用年数として以下の年数を採用しております。
・建物及び構築物

（建物） ７～20年
（建物附属設備） ３～18年
（構築物） ３～20年

・工具、器具及び備品 ２～20年
・その他

（機械装置及び運搬具） ２～20年
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② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。
③ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………債権の将来の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金…………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計
年度に負担する金額を計上しております。

③ 役員業績報酬引当金…役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年
度に負担する金額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金…連結子会社デリカ食品㈱は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑤ 店舗閉鎖損失引当金…店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解
約違約金等の閉店関連損失見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。

（5）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理し
ております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び非支配株主持分に含めております。
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（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段・・・・・金利スワップ
　ヘッジ対象・・・・・借入金の支払利息
③ ヘッジ方針
　金利スワップは、借入金利等の将来の金利変動リスクを回避する目的で行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における有効性の評価を省略しておりま
す。

（7）消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。
（8）のれんの償却の方法及び期間
　発生日以降、投資効果の発現する期間（８年）で均等償却しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
2-1 担保に供している資産及び担保に係る債務

　

担保に供している資産 担保に係る債務
種 類 期末帳簿価額 内 容 期末残高

建物 872百万円 長期借入金 249百万円
土地 602百万円 （１年内の返済予定を含む）

長期預り保証金 433百万円
（１年内の返済予定を含む）

合 計 1,474百万円 合 計 683百万円
　

2-2 有形固定資産の減価償却累計額 34,161百万円
　
３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
3-1 発行済株式の種類及び総数

　

発 行 済 株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度 末 株 式 数
普 通 株 式 31,734,623株

　

3-2 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決 議 株式の
種 類

配当金の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2018年４月11日
取 締 役 会 普通株式 440 14 2018年２月28日 2018年５月１日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決 議 株式の
種 類

配当金の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年４月10日
取 締 役 会 普通株式 472 15 2019年２月28日 2019年５月７日

　

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
　

3-3 新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
　

新株予約権の目的となる株式の種類 当 連 結 会 計 年 度 末
普 通 株 式 66,400株
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４．金融商品に関する注記
4-1 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定しております。ま
た、資金調達については、銀行等の金融機関からの借入を行っております。
　売掛金等の営業債権については、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を
管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や貸倒れリスクの軽減を図っております。
　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する会社の株式であり、時価のある株式については四半期ご
とに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、担当部署が適時に資金繰り計画を作成、更新し、ま
た、返済時期を分散させることにより流動性リスクの回避を図っております。
　また、デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用しており投機的な取引は行わ
ない方針であり、デリバティブ取引管理規程に基づき担当取締役の承認後、財務担当部署が残高の把握及び
管理を行っております。

4-2 金融商品の時価等に関する事項
　2019年２月28日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難であることが認められるものについては（注）２のとお
りであり、次表には含めておりません。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

（1）現金及び預金 2,907 2,907 ―
（2）売掛金 214 214 ―
（3）未収入金 3,816 3,816 ―
（4）関係会社短期貸付金 4,100 4,100 ―
（5）投資有価証券

その他有価証券 423 423 ―
（6）差入保証金 4,523 4,484 △39

資産計 15,984 15,945 △39
（1）買掛金 14,461 14,461 ―
（2）未払金及び未払費用 3,772 3,772 ―
（3）未払法人税等 903 903 ―
（4）未払消費税等 392 392 ―
（5）設備関係支払手形 263 263 ―
（6）長期借入金 949 950 1
（7）リース債務 684 668 △15
（8）長期預り保証金 2,898 2,928 29

負債計 24,326 24,341 15
デリバティブ取引 ― ― ―

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産

　

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）未収入金、（4）関係会社短期貸付金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

（5）投資有価証券
　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

（6）差入保証金
　差入保証金の時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応するリス
クフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。なお、１年内回収予定の差入保証金
を含めております。
負 債

　

（1）買掛金、（2）未払金及び未払費用、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等、（5）設備関係支払手形
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

（6）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額をリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率
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で割り引いた現在価値により算定しております。また、１年内返済予定の長期借入金を含めておりま
す。なお、変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処理の対象とされており（デリバテ
ィブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場
合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（7）リース債務、（8）長期預り保証金
　リース債務及び長期預り保証金の時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フ
ローを対応するリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。なお、１年内返済予定のリース債務及び預り保証金を含めております。
デリバティブ取引

　

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記負債（6）長期借入金
参照）

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額22百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから、「（5）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記
5-1 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループは、愛知県・三重県その他の地域において賃貸用の商業施設等（土地を含む）を所有してお
ります。

5-2 賃貸等不動産の時価に関する事項
　

連結貸借対照表計上額（百万円） 時 価（百万円）
5,366 5,377

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
等を用いて調整を行ったものも含む）であります。

６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 631円22銭
（2）１株当たり当期純利益 57円37銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 57円23銭
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７．連結損益計算書に関する注記
特別利益に計上している受取保険金は、台風21号による被害に係るものであります。

８．減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
① 減損損失を認識した資産グループの概要
用 途 種 類 場 所 件 数 金 額

店 舗 建物等 愛知県・三重県・滋賀県 13 553百万円
合 計 13 553百万円

② 減損損失の認識に至った経緯
　店舗、賃貸物件及び工場については営業活動から生じる損益が継続してマイナスまたは継続してマイナ
スとなる見込みである資産グループ及び売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
③ 減損損失の金額
種 類 金 額

建 物 及 び 構 築 物 364百万円
工具、器具及び備品 136百万円
土 地 34百万円
の れ ん 8百万円
そ の 他 8百万円
合 計 553百万円
④ 資産のグルーピングの方法
　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基礎としてグルーピングしておりま
す。また、売却予定の資産については物件毎にグルーピングしております。
⑤ 回収可能価額の算定方法
　資産グループの回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。正味売却価額
は、土地については固定資産税評価額等を基に算定した金額により、その他の固定資産については取引事
例等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。
　また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを3.5％で割り引いて算定しております。
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９．重要な後発事象に関する注記
（合併契約及び吸収分割契約締結について）
　当社及びマックスバリュ東海株式会社（以下「ＭＶ東海」といいます。）は2018年10月10日開催の取締役
会決議に基づき、イオン株式会社は代表執行役の決定に基づき、当社とＭＶ東海の経営統合（以下「本経営統
合」といいます。）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）を締結し、本経営統合に関する
協議を進めてまいりました。
　本基本合意書に基づき、当社とＭＶ東海は、2019年４月10日開催のそれぞれの取締役会において、2019
年９月１日（予定）を効力発生日として、ＭＶ東海を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社とする合併
（以下「本合併」といいます。）を行うことを決議し、合併契約（以下「本合併契約」といいます。）を締結い
たしました。また本合併と併せて、2019年６月１日（予定）を効力発生日として、当社が行っているディス
カウントストア事業を、イオンビッグ株式会社（以下「イオンビッグ」といいます。）に承継する吸収分割を
行うことを決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。
　
（合併）
１．合併の目的
　統合会社は、真に持続的成長が可能な食を支える生活インフラ企業への進化を本格化するため、短期的に
は統合により、店舗を支える商品調達機能、物流機能の強化と店舗業務支援体制等の効率化によるシナジー
の最大化を通じたエリア屈指の競争力を有する企業を目指しつつ、中長期的には地域密着経営を軸として
「お客さま満足」と「従業員満足」、そして複眼的視野に立った「地域社会満足」という３つの満足の飛躍的
な向上を図り、企業価値の向上を目的としております。
　
２．合併の方法
　当社及びＭＶ東海は、ＭＶ東海を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社とする吸収合併の方式によ
り合併を実施いたします。
　
３．合併後の企業の名称
　マックスバリュ東海株式会社
　
４．本合併の日程

本合併に関する取締役会決議日（当社、ＭＶ東海） 2019年４月10日

本合併契約締結日（当社、ＭＶ東海） 2019年４月10日

定時株主総会における本合併契約承認決議（当社） 2019年５月16日（予定）

定時株主総会における本合併契約承認決議（ＭＶ東海） 2019年５月24日（予定）

最終売買日（当社） 2019年８月28日（予定）

上場廃止日（当社） 2019年８月29日（予定）

本合併の効力発生日 2019年９月１日（予定）
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５．合併比率
（１）本合併に係る割当ての内容
　当社の普通株式１株に対して、ＭＶ東海の普通株式0.59株を割当て交付いたします。ただし、本合併の効力
発生日直前に当社が保有する自己株式（2019年２月28日現在235,388株）については本合併による株式の割
当ては行いません。なお、上記の本合併比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協
議の上、変更することがあります。
（２）算定に関する事項
　当社は山田コンサルティンググループ株式会社を、ＭＶ東海は株式会社ＡＧＳコンサルティングをそれぞれ
第三者算定機関として、当社およびＭＶ東海は、それぞれ、当該第三者算定機関による算定結果を参考に、か
つ相手方に対して実施したデューディリジェンスの結果等を踏まえて、それぞれの財務の状況、資産の状況、
将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社の間で合併比率について慎重に交渉・協議を複数回にわたり協
議を重ね決定いたしました。

６．本合併後の吸収合併存続会社の状況
　 吸収合併存続会社

（１）名 称 マックスバリュ東海株式会社

（２）所 在 地 静岡県浜松市

（３）代表者の役職・氏名 未定（協議の上決定いたします）

（４）事 業 内 容 スーパーマーケット事業

（５）資 本 金 2,267百万円

（６）決 算 期 ２月末

（７）純 資 産 未定（現時点では確定しておりません）

（８）総 資 産 未定（現時点では確定しておりません）
　
７．会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ
き、共通支配下の取引等として処理する予定であります。
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（吸収分割）
１． 分割の要旨
（１） 分割の目的
　経営資源をスーパーマーケット事業へ集中することによる経営効率の最適化を目的とし、本合併に先立ち実
施いたします。
（２） 対象となる事業の内容
　分割によりイオンビッグに承継するＭＶ中部の対象店舗（13店舗）
（愛知県）ザ･ビッグ エクスプレス楠店、ザ･ビッグ エクスプレス南陽店、ザ･ビッグ エクスプレス味鋺店
　 ザ･ビッグ エクスプレス花ノ木店、ザ･ビッグ エクスプレス五女子店、ザ･ビッグ エクスプレス
　 荒子店、ザ･ビッグ エクスプレス平針店
（滋賀県）ザ･ビッグ エクスプレス甲南店
（三重県）ザ･ビッグ エクスプレス鈴鹿ユーズ店、ザ･ビッグ エクスプレス夏見橋店、ザ･ビッグ エクスプレ
　 ス小俣店、ザ･ビッグ エクスプレス神田久志本店、ザ･ビッグ エクスプレス松阪高町店

２．吸収分割の法的形式
　当社が吸収分割会社、イオンビッグを吸収分割承継会社とする吸収分割であります。
　
３．吸収分割の日程

吸収分割に関する取締役会決議日（当社、イオンビッグ） 2019年４月10日

吸収分割契約締結日 2019年４月10日

定時株主総会における吸収分割契約承認決議（イオンビッグ） 2019年５月17日（予定）

吸収分割の効力発生日 2019年６月１日（予定）
　
４．吸収分割に係る割当ての内容
　吸収分割に際し、イオンビッグより当社に対して、現金1,205百万円が交付される予定です。
　（注）上記金額は、2018年11月末日現在の当社の貸借対照表その他同日の計算を基礎としており、効力
発生日までの資産の増減等により調整がなされます。
　
５．分割する事業の直近期の売上高

売 上 高 　 14,261百万円
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６．吸収分割後の吸収分割承継会社の概要
承継会社

　 名 称 イオンビッグ株式会社

所 在 地 愛知県名古屋市中村区名駅五丁目25番８号

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 宮崎 剛

事 業 内 容 ディスカウントストア事業

資 本 金 　 10百万円

総 資 産 21,310百万円

純 資 産 3,006百万円

決 算 期 ２月末
　
７．会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ
き、共通支配下の取引等として処理する予定であります。
　

10．その他の注記
　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式……移動平均法による原価法
　その他有価証券
時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品………「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元平均原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品………最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 経済的耐用年数に基づく定額法
　各資産別の耐用年数として以下の年数を採用しております。

・建物
（建物） ７～20年
（建物附属設備） ３～18年

・構築物 ３～20年
・車輌運搬具 ２～６年
・工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。
③ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金………債権の将来の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

② 賞与引当金………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に
負担する金額を計上しております。
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③ 役員業績報酬引当金…役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度に負
担する金額を計上しております。

④ 退職給付引当金
（前払年金費用）

…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
なお、当事業年度末については、年金資産見込額が退職給付債務見込額に数理計算
上の差異を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用として投資その
他の資産の「その他」に含めて計上しております。
退職給付引当金（前払年金費用）及び退職給付費用の処理方法は次のとおりであり
ます。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付見込額の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費
用処理しております。

⑤ 店舗閉鎖損失引当金…店舗閉店に伴い発生する損失に備え、店舗閉店により合理的に見込まれる中途解約
違約金等の閉店関連損失見込額を計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法
　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によっております。
・ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段・・・・・金利スワップ
　ヘッジ対象・・・・・借入金の支払利息
・ヘッジ方針
　金利スワップは、借入金利等の将来の金利変動リスクを回避する目的で行っております。
・ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における有効性の評価を省略しておりま
す。

② 消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。
③ のれんの償却の方法及び期間
　発生日以降、投資効果の発現する期間（８年）で均等償却しております。
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２．貸借対照表に関する注記
2-1 担保に供している資産及び担保に係る債務

　

担保に供している資産 担保に係る債務
種 類 期末帳簿価額 内 容 期末残高

建 物 872百万円 長期借入金 249百万円
土 地 602百万円 （１年内の返済予定を含む）

長期預り保証金 433百万円
（１年内の返済予定を含む）

合 計 1,474百万円 合 計 683百万円
　

2-2 有形固定資産の減価償却累計額 33,585百万円
2-3 関係会社に対する金銭債権債務額

短期金銭債権 43百万円
短期金銭債務 641百万円

　
３．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引による取引高
商品仕入 4,097百万円
その他の営業取引 625百万円
営業取引以外の取引高 15百万円

（2）受取保険金（特別利益）
特別利益に計上している受取保険金は、台風21号による被害に係るものであります。

（3）減損損失
　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
① 減損損失を認識した資産グループの概要

　

用 途 種 類 場 所 件 数 金 額
店 舗 建物等 愛知県・三重県・滋賀県 13 553百万円

合 計 13 553百万円
　

② 減損損失の認識に至った経緯
　店舗については営業活動から生じる損益が継続してマイナスまたは継続してマイナスとなる見込みであ
る資産グループ及び売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しております。
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③ 減損損失の金額
　

種 類 金 額
建 物 339百万円
構 築 物 25百万円
工具、器具及び備品 136百万円
土 地 34百万円
の れ ん 8百万円
そ の 他 8百万円
合 計 553百万円

　

④ 資産のグルーピングの方法
　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基礎としてグルーピングしております。また、
売却予定の資産については物件毎にグルーピングしております。
⑤ 回収可能価額の算定方法
　資産グループの回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。正味売却価額
は、土地については固定資産税評価額等を基に算定した金額により、その他の固定資産については取引事
例等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。
　また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを3.5％で割り引いて算定しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数

　

自己株式の種類 当事業年度末株式数
普通株式 235,388株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

（1）流動の部
（繰延税金資産）

賞与引当金 182百万円
未払社会保険料 27百万円
たな卸商品評価差額 10百万円
未払事業税 80百万円
その他 41百万円

繰延税金資産合計 342百万円
繰延税金資産の純額 342百万円

　
（2）固定の部
（繰延税金資産）

有形固定資産 2,790百万円
資産除去債務 494百万円
関係会社出資金評価損 553百万円
貸倒引当金 34百万円
その他 43百万円

繰延税金資産小計 3,916百万円
評価性引当額 △1,068百万円

繰延税金資産合計 2,848百万円
（繰延税金負債）

資産除去債務に係る除去費用 107百万円
固定資産圧縮積立金 16百万円
土地評価差額 84百万円
その他 89百万円

繰延税金負債合計 297百万円
繰延税金資産の純額 2,550百万円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗における什器等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。
　

７．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

親会社 イオン㈱ 被 所 有 直 接
67.12

資金の寄託
運用

資金の寄託運用
（注） ― 関係会社短期貸付金 4,100

（注） 資金の寄託運用における利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　

（２）兄弟会社等
　

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

イオンクレ
ジットサー
ビス㈱
（注）2

―
クレジット及
び電子マネー
業務委託

クレジット及び
電子マネー売掛 87,870 未収入金 1,835

親会社の
子会社

イオンリテ
ール㈱
（注）2

― 商品取引等 商品の購入 11,492 買掛金 1,268

親会社の
子会社

イオントッ
プバリュ㈱
（注）2

― 商品取引等 商品の購入 13,692 買掛金 1,324

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針
　 商品の購入及び代金の決済方法等については、当社希望の規格や価格等を提示し、一般的取引条件と
同様に決定しております。

　
８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 622円98銭
（2）１株当たり当期純利益 49円85銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 49円73銭

　
９．重要な後発事象に関する注記
　連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
　

10．その他の注記
　該当事項はありません。

― 18 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年04月22日 10時55分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


